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【目的】わが国におけるインフルエンザの流行による健康被害を定量的に把握し，あわせてインフルエンザ予防接種の果たした役割を検討する。

【方法】対象期間は1952年1月から2008年12月までとした。高橋らの方法により，人口動態統計から季節指数を用いてインフルエンザ流行月における超過死亡率・数を推計した。とくに今回の研究では，年齢階級別のインフルエンザ超過死亡数を算出し，昭和60年モデル人口によって年齢を調整した年齢調整超過死亡率を検討した。
【結果】わが国で1952～2008年にインフルエンザによって死亡したと考えられる年齢階級別超過死亡数の合計は64万5,371人，年齢調整を行う前の粗超過死亡率(千人あたり)の年平均は0.11，年齢調整後の年平均年齢調整死亡率は0.15であった。
　年齢調整を行った後のインフルエンザによる年平均年齢調整死亡率(千人あたり)を，わが国の予防接種制度に関する時期別にみると，インフルエンザ予防接種の導入以前の1952～62年には0.40，学童への勧奨接種が行われていた1963～76年には0.20であったが，インフルエンザ予防接種が予防接種法の定期接種に包含された（強制接種となった）1977～87年には，年齢調整超過死亡率は0.06と勧奨接種期の3分の1に急減していた。一方，学童へのインフルエンザ集団予防接種に対する批判から接種時に保護者の意向に配慮することが義務付けられた1988～94年の時期には同死亡率は0.03であったものの，接種が任意化された1995～2001年には同死亡率は0.09と反転上昇し，強制接種期を上回っていた。ところが，わが国で高齢者への予防接種法による接種が行われるようになった2002年以降の時期には，インフルエンザによる年齢調整超過死亡率は0.02に急減していた。とくに，5～14歳の学童では，任意接種期の超過死亡率は強制接種期の15倍以上となっていた。一方，65歳以上の高齢者では，任意接種期の超過死亡率は強制接種期の1.4倍程度であったが，高齢者接種期には急減し強制接種期の3分の1を下回っていた。
【考察】わが国において，1970～80年代の学童への予防接種，および2000年代の高齢者への予防接種がインフルエンザ超過死亡を抑制していたことが示唆された。年齢調整によって高齢化の影響を除去しても，1990年代の集団接種中止以降インフルエンザによる超過死亡が増大し，高齢者への接種開始後は再び超過死亡が減少していたことが示された。年齢階級別の超過死亡の検討により，学童への強制接種は学童の超過死亡を大きく抑制し，高齢者への予防接種は高齢者の超過死亡を大きく抑制していたことが示唆された。
